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社会福祉法人の財務諸表等電子開示システム（以下「本システム」といいます。）の2019
年度の稼働にあたり、本システムの主な変更点について説明します。

変更点① 入力シートのダウンロードについては４月１日から開始予定です。

変更点② 附属明細書、定款、役員名簿、役員等報酬基準、監事監査報告等についてシステ
ムでの届出ができるようになりました。
※ これにより、基本的に紙での届出を必要とせず、システムによる届出をもって完結できます。
※ 所轄庁向け機能のうち、届出された附属明細書等のデータを確認する機能は2019年5月13日から開始予定です。

5月13日までの間は、「代理入力」機能を使うことで届出された附属明細書等のデータを確認することができます。

変更点③ エラー等のチェック項目を追加しました。
（貸借対照表の貸方・借方の不一致、事業活動計算書の前期繰越活動増減差額と当期繰越活動増減差額の不一致 等）

変更点④ 「現況報告書仮確定解除」や「勘定科目確定解除」を行ったのち、「計算書類、財
産目録の作成」をやり直した場合であっても入力済みの計算書類や財産目録のデータが消
去されないようになりました。

変更点⑤ その他細かい修正を行いました。

概要
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トップページのメッセージについて、警告の場合は黄色、
エラーの場合は赤色のマークを付けます。また、エラー
の場合はメッセージも赤字になります。

U
P
D
AT
E

1.入力シート

（１）全般

【参考】昨年度の画面

トップページ変
更
点
⑤
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1.入力シート

（１）全般

「チェック」ボタンを押下後、エラーと
なった項目はセル背景色が赤、警
告となった項目は黄色になります。

入力必須項目を赤字に変更しました。

入力候補セル、入力候補ボタンとも
に、黄色から水色に変更しました。
（警告を黄色に変更したため）

【参考】昨年度の画面

U
P
D
AT
E

現況報告書

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（２）トップページ

【参考】昨年度の画面

トップページ

変
更
点
④

計算書類を一時保存または完了していない場合、入力された内容は破棄されます

計算書類を一時保存または完了していない場合、入力された内容は破棄されます

現況報告書の仮確定解除や、勘定科目
確定解除を行っても、それまで入力していた
計算書類の内容は破棄されなくなりました。
※ 計算書類の内容を保持するためには、「一時保存」または「完了」する
必要があります。

資金

「資金」、「事業」、「貸借」シートの拠点毎に
「一時保存」または「完了」になっていないと、確
定解除した際に内容が破棄されます。

修正する箇所によっては、
入力内容が消去されます。

→次ページ参照
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1.入力シート

（２）トップページ

現況報告書の仮確定解除を行った後に、以下の 項目を修正し、計算書類の作成を行うと、システムの仕組み上、
「新しく追加されたサービス」として認識されるため、該当する行の計算書類の値は消去されます。
ご注意ください。

①－１ 拠点区分コード分類
①－２ 拠点区分名称
①－３ 事業類型コード分類
①－４実施事業名称
② 事業所の名称

① 「中央○○○生活保護センター」を「生活保護セン
ター●●●」に修正して、計算書類の作成を実行

② 「新しく追加されたサービス」として認識され、計算書
類の値は消去されます。

例
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1.入力シート

（２）トップページ

「届出が可能です」と表示されていたが、届
出ができていると誤解されるケースが見受け
られたため、メッセージを変更しました。

【参考】昨年度の画面

U
P
D
AT
E

トップページ

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（２）トップページ

入力シートの入力手順をコメント表示するようにしました。

【参考】昨年度の画面

U
P
D
AT
E

トップページ

変
更
点
⑤

資金収支計算書、事業活動計算書、貸借
対照表、財産目録の内容を入力します。入
力した内容に基づき、公開用計算書類の作
成を行います。
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1.入力シート

（３）現況報告書

セクション11の事業所情報の並べ替え用
ボタンを新たに追加しました。

並び替えのボタン
をクリックします。

順番が変わります。2 3

現況報告書

変
更
点
⑤

セクション１１の行並び替え用ボタン

セクション１１の行並び替え用ボタン

画面上部の▲▼ボタンで行
の並び替えができます。 並び替えたい拠点区分名称

の行をクリックします。１

公表サイトに公
表される現況報
告書の並び順を
調整できます。



10

1.入力シート

（４）計算書類 － 事業活動計算書

U
P
D
AT
E

「事業」シートにメッセージを表示しました。
「事業」シートの「特別増減の部」については、拠点区分単位
の入力となるため、サービス区分別の入力は不要です。

「事業」シートの「特別増減の部」
はここから入力します。

入力不要

事業

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（４）計算書類 － 計算書類サマリシート
整合性チェック時に入力完了していないシートがあると、
メッセージが表示されるようになりました。

計算書類

１

入力状況

2

3

4

画面の表示例：

「○△収益拠点」の「事業活動計算書」が入力
完了になっていません。

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（４）計算書類 - 整合性チェック

U
P
D
AT
E

警告

エラー

警告

エラー

エラー

不一致の場合の
メッセージ区分↓

貸借対照表の「資産の部合計」と
「負債及び純資産の部合計」は
合っていますか？

対象のシートへ直接ジャンプできるようになりました。

整合性チェックを追加しました。
４．事業活動計算書の繰越活動増減差額
（当年度⇔前年度）

５．貸借対照表の合計 - 当年度
６．貸借対照表の合計 - 前年度

整合性チェック

事業

貸借変
更
点
③

警告

前年度決算の「次期繰越活動増減差額」と
当年度決算の「前期繰越活動増減差額」は
一致していますか？

Check!

Check!

正しく入力されていても警
告がでる場合があります。

→次ページへ

正しく入力されていても警
告がでる場合があります。

→次ページへ
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1.入力シート

（４）計算書類 - 整合性チェック

１年基準（ワン・イヤー・ルール）の適用により、正しく入力されていても、次の項目には不整合の警告表示が出ます。
このようなケースであれば、警告が出ても、そのまま進めていただいて構いません。

○ 資金収支計算書と事業活動計算書の整合性

流動資産と流動負債の多くが「支払資金」の範囲に含まれるため、
収入と収益、支出と費用は一致するのが一般的です。

しかし、１年分を超えて一括で受け取った金額又は支払った金額
がある場合は、一部が固定資産又は固定負債に計上されること
もあります（たとえば、「長期預り金」）。

固定資産又は固定負債への計上と１年以内の振替によって、資
金収支と事業活動は整合しません。

○ 資金収支計算書と貸借対照表の整合性

１年基準（ワン・イヤー・ルール）の適用により、固定資産や固
定負債に計上された勘定科目のうち、流動資産や流動負債への
振替後の専用科目（たとえば「１年以内返済予定設備資金借
入金」）が用意されていない勘定科目（たとえば、固定資産の
「長期前払費用」の振替先の流動資産の「前払費用」）は、支
払資金の範囲に含まれる金額と含まれない金額が混在する場合
があります。

このような混在する勘定科目がある場合には、資金収支と貸借
対照表は整合しません。

１年基準（ワン・イヤー・ルール）
流動資産か固定資産か、流動負債か固定負債か。

これを決める手だての一つとして定められているのがワン・イヤー・ルール。

つまり決算日後１年の間に現金化又は費用化するものを流動資産、１年を超えるものを固定資産、

また１年の間に支払期限が到来するものを流動負債、１年を超えるものを固定負債という。

公認会計士協会HPより（https://jicpa.or.jp/cpainfo/introduction/keyword/post.html）
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1.入力シート

（４）計算書類 – 公開用計算書類の作成

「公開用計算書類出力」について、保存
場所を指定するだけでファイルを一括出
力できるようになりました。

U
P
D
AT
E

１

2

保存先を指定

3

4

公開用計算書類一
式（14ファイル）が
一括出力

5

（例）デスクトップ

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（５）社会福祉充実残額算定サマリシート 社会福祉充実残額算定シートの入力手順を分かりやすくするた
め、「社会福祉充実残額算定サマリ」シートを追加しました。

上から順に手続きを進めてください。

１

2

3

トップページ

変
更
点
⑤
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1.入力シート

（６）財産目録
財産目録用の整合性チェックを追加しました。
チェック内容
→（財産目録の資産、負債等の合計額⇔貸借対照表）

財産目録

貸借（一様式）

財産目録と貸借対照表の整合性が取
れていないと、警告が表示されます。

変
更
点
③
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1.入力シート

（１）全般 各添付書類は、システム（インターネット）からアップロードする方式に変更しました。
（平成30年度はエクセルに添付しましたが、ファイルサイズが肥大化や添付するファイルの制限などの問題があったため、アップロード方式に変更）

あわせて、所轄庁へ報告が必要な書類がさらに電子化されました。
（報告が必要な書類が電子化されることにより、社会福祉法人や所轄庁の事務手続きの軽減が図れます。）

監査報告書

注記

充実計画

（平成30年度）エクセルに添付 ・・・ ファイル肥大化等の課題（2019年度）システムからアップロード

システムにログイン→「財務諸表等入力シート」タブ→「ファイルの保存」メニュー

手順については19ページ参照

変
更
点
②
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２．入力機能

（２）様式の入手

「入力シート」、「郵便番号マスタ」、「ヘルプファイル」
を一括でダウンロードできるボタンを追加しました。

１

2

3

U
P
D
AT
E

変
更
点
②

「初期状態」とは、今年度の入力開
始時（前）の状態を指します。



19

2.入力機能

（３）ファイルの保存

「ファイルの保存」画面が変更になりました。
以下の3つのタブが追加されました。それぞれ、ファイルを保存（アップロー
ド）する必要があります。

●財務諸表等入力シート
●附属明細書等届出書類
●定款等届出書類

必要なファイルを保存（アップロード）したあと、「届出」が可能となります。

必須

一部 必須
１

2

3

4

5

6

7

8

財務諸表等入力シート.xlsm

ここでは、「財務諸表等入力シート」を保存（アップロード）できます。

変
更
点
②

必要に応じて

ファイルサイズは50MBまで

各ファイルのアップロードサイズは
50MBまでです。

50MBを超えたファイルをアップ
ロードすると、「エラー ファイルサイ
ズが50.0MBを超えています。」と
いうメッセージが表示されます。
その場合には、ファイルの内容を
再確認いただくか、担当所轄庁へ
ご相談ください。
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２．入力機能

（３）ファイルの保存 - 附属明細書等届出書類
附属明細書等の保存（アップロード）について
は以下の手順のとおりとなります。

変
更
点
②

１

2

3

4

附属明細書・監事監査報告、
事業計画書、事業報告書等
を添付する場合は か
マークをクリックして画面を展開
し、該当する書類に✔を入れて
ください。

6

9

5

7

8

附属明細書等

附属明明細等.zip

複数ファイルの場合、ZIP形式で
一つにまとめる必要があります。

→次ページ参照

アップロード用ファイル作成ツールのダウンロード
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２．入力機能

（３）ファイルの保存 - 附属明細書等届出書類（つづき）

附属明細書等届出書類のアップロードにおいては以下にご注意ください

 一度アップロードして再度アップロードする場合、附属明細書等、注記、充実計画、会計監査報告書、役員名簿、報酬等
の支給の基準のそれぞれごとに上書きとなり、前回アップロードしたファイルは削除されますのでご注意ください。

 「附属明細書・監事監査報告・事業計画書・事業報告書等」を選択してアップロードする場合、複数ファイルにわたっている
ときはZIP形式に変換してひとつのファイルにして頂きアップロードをお願いします。なお、「ZIP形式で変換する」方法が分から
ない場合は「アップロード用ファイル作成ツール」をダウンロードしてZIP形式に変換することができます。

変
更
点
②

１

アップロード用ファイル作成ツールのダウンロード
及びZIP形式への変換は、以下の手順のとお
りとなります。

保存先を指定

2

3 アップロード用ファイル
作成ツール.xlsm
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アップロード用ファイル
作成ツール.xlsm

２．入力機能

（３）ファイルの保存 - 附属明細書等届出書類（つづき）

変
更
点
②

「ファイル選択」ボタンをクリックして附属明細書等の
ファイルをすべて選択してください

附属明細書等のファイルだけが入ったフォルダがある場合、
「フォルダ選択」ボタンをクリックしてフォルダごと選択すること
もできます

6

7

8

「アップロード用ファイル作成」ボタンをクリックすると
附属明細書等アップロード用ファイルが作成されま
す。このツールと同じフォルダ内に「附属明細書・監
事監査報告・事業計画書・事業報告書等」という
名前で作成されます

「財務諸表等電子開示システム」ボタンをクリックす
るとWebブラウザが起動し、財務諸表等電子開示
システムのログイン画面が表示されます。
システムにログインし、作成したファイルをアップロード
してください。

5

処理が成功すると
メッセージ画面が表
示されます。

4
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２．入力機能

（３）ファイルの保存 - 附属明細等届出書類（つづき）

（参考）ZIP形式への変換手順 ～Windowsの標準機能を利用する場合～

１

① 複数の提出書類をひとつのフォルダに格納
したのち、このフォルダを右クリックします。

2

3

②コンテキストメニューから「送る」を選択

④ 最初に選択したフォルダと同じ場所にZIP形式に
変換されたファイルが作成されます。これで複数のファ
イルがひとつのファイルに変換されました。

③圧縮「zip形式」フォルダーを選択

4
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２．入力機能

（３）ファイルの保存 - 附属明細書等届出書類

☞ 社会福祉法人が附属明細書等の書類をアップロードする機能です。

１

2

3

4

5

6

7

ここでは、注記、充実計画、会計監査報告書、役員名簿、
報酬等の支給の基準をアップロードする手順を説明します。

8

9

変
更
点
②

アップロード用ファイル作成ツールのダウンロード

この画面は、入力シートの届出に併せて提出
する以下の書類を扱う画面です。

・附属明細書等
・注記
・充実計画
・会計監査報告
・役員名簿
・報酬等の支給の基準

必須

必須

必要に応じて

必要に応じて

必須

必須
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2.入力機能

（３）ファイルの保存 - 定款等届出書類

☞ 社会福祉法人が定款等の書類をアップロードする機能です。 この画面は、入力シート等の届出以外で、
以下の書類を差換えて公表する画面です。

・定款
・役員名簿
・報酬等の支給の基準

ここで保存（アップロード）した書類は、法人が保存（アップ
ロード）すると所轄庁からアクセスできるようになります。
※ 所轄庁向け機能のうち、届出された定款等のデータを確認する機能は2019

年5月13日から開始予定です

１

3

4

5

6

7

8

9

2

変
更
点
②

定款.pdf

定款.pdf

定款.pdf
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2.入力機能

（３）ファイルの保存 – (参考)社会福祉法人が届出る書類等の扱いについて

2019年度より、これまで紙等で届出し
ていた書類等が、財務諸表等電子開
示システムから届出することができるよう
になりました。
届出方法、届出の書類、公表について
表にまとめましたので参考にしてください。

続く

変
更
点
②

関係書類 届出方法 書類の届出（所轄庁へ） インターネットによる公表 （参考）書類の備え置き・閲覧

これまで

(2018年度以前)

これから

（2019年度より）

社会福祉法人は、毎会計年度終了後3か月以(６

月末まで)に、以下の書類を所轄庁に届け出なければ

なりません。（定款については承認の申請時等）

社会福祉法人は、以下の書類について、インターネッ

トを利用し遅滞なく公表する義務を負います。各法人

は、法人ホームページ等によりこれらについて公表してく

ださい。なお、公表の対象は、法人の運営に係る重要

な部分に限り、個人の権利利益が害されるおそれがあ

る部分を除くものとされています。公表にあたっては、個

人又は利用者の安全に支障を来すおそれのある事項

を除くなど十分に配慮してください。

社会福祉法人は、以下の書類を各事務所に備え置

き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を

除いて、これを閲覧に供しなければなりません。

①定款 紙 財表システム

設立時の承認の申請時（法31条１項）、変

更の承認の申請時（法45条の36第２

項）、軽微な変更の場合の届出（法45条の

36第４項）

法人設立の際、定款変更の認可を受けた際、

並びに変更の届出を行った際に公表（法第59

条の2）

所轄庁の認可を受けたとき

（法第34条の2）

②計算書類（貸借対照表・事業

活動計算書・資金収支計算書）
財表システム 財表システム

毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

所轄庁への届け出をしたとき、遅滞なく公表

（法第59条の2、同施行規則第10条第3

項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

③計算書類の附属明細書 紙 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

④事業報告（法人の状況に関す

る重要な事項等）
紙 財表システム

毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

⑤事業報告の附属明細書（事業

報告の内容を補足する重要な事

項）

紙 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

⑥監査報告 紙 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

⑦会計監査報告 紙 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

定時評議員会の日の２週間前から５年間

（法第45条の32）

⑧財産目録 財表システム 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間

(法第45条の34)
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関係書類 届出方法 書類の届出（所轄庁へ） インターネットによる公表 （参考）書類の備え置き・閲覧

これまで

(2018年度以前)

これから

（2019年度より）

社会福祉法人は、毎会計年度終了後3か月以(６

月末まで)に、以下の書類を所轄庁に届け出なければ

なりません。（定款については承認の申請時等）

社会福祉法人は、以下の書類について、インターネッ

トを利用し遅滞なく公表する義務を負います。各法人

は、法人ホームページ等によりこれらについて公表してく

ださい。なお、公表の対象は、法人の運営に係る重要

な部分に限り、個人の権利利益が害されるおそれがあ

る部分を除くものとされています。公表にあたっては、個

人又は利用者の安全に支障を来すおそれのある事項

を除くなど十分に配慮してください。

社会福祉法人は、以下の書類を各事務所に備え置

き、請求があった場合には、正当な理由がある場合を

除いて、これを閲覧に供しなければなりません。

⑨役員等名簿（理事、監事及び

評議員の氏名及び住所を記載した

名簿）

紙 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

所轄庁への届け出をしたとき、遅滞なく公表

（法第59条の2、同施行規則第10条第3

項）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間

（法第45条の34）

⑩報酬等の支給の基準を記載した

書類
紙 財表システム

毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

評議員会の承認を受けたとき、遅滞なく公表

（法第59条の2）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間（写しを３年間）

（法第45条の34）

⑪理事、監事及び評議員の区分

ごとの報酬総額
財表システム 財表システム

現況報告書に記載

（社会福祉法人制度改革の施行に向けた留

意事項について第6章(6)）

現況報告書に記載

（社会福祉法人制度改革の施行に向けた留

意事項について第6章(6)）

⑫現況報告書 財表システム 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

所轄庁への届け出をしたとき、遅滞なく公表

（法第59条の2、同施行規則第10条第3

項）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間

（法第45条の34、同施行規則第2条の

41）

⑬事業計画書（定款で作成する

ことになっている場合）
紙 財表システム

毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間

（法第45条の34、同施行規則第2条の

41）

⑭社会福祉充実残額算定シート 財表システム 財表システム
毎会計年度終了後3か月以内(6月末まで)

（法第59条第1項）

毎会計年度終了後３か月以内に作成し５年

間

（法第45条の34、同施行規則第2条の

41）

⑮社会福祉充実計画（社会福祉

充実残額がある場合のみ）
財表システム 財表システム

承認の申請（法第55 条の2第1項）、変更

の承認の申請（法第55条の3第1項）、軽

微な変更の届出（法第55条の3第1項）

所轄庁に策定・変更の承認を受け、又は変更

の届け出を行った場合、遅滞なく公表

（社会福祉充実計画の承認等に係る事務処

理基準12(1)）

⑯社会福祉充実事業に係る実績 紙

財表システム（その

他の資料で登録可

能）

毎年度、社会福祉充実事業に係る実績の公

表に努める

（社会福祉充実計画の承認等に係る事務処

理基準12(2)）

「財表システム」＝財務諸表等電子開示システム

「紙」＝法人から所轄庁へ紙等で提供

2.入力機能

（３）ファイルの保存 – (参考)社会福祉法人が届出る書類等の扱いについて

ここの番号は、次のシートと連動しています。

変
更
点
②
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タブ名 財務諸表等入力シート 付属明細等届出書類 定款等届出書類

資料名 □ 財務諸表等入力シート

②、⑧、⑪、⑫、⑭ □ 附属明細・監事監査報告・事業計画書・事業報告書等

□ 監事監査報告 ⑥

□ 事業報告書 ④

□ 事業計画書 ⑬

□ その他の必要な事項 ④、⑯

付属明細 ③

□ 【法人全体】借入金明細書

□ 【法人全体】寄附金収益明細書

□ 【法人全体】補助金事業等収益明細書

□ 【法人全体】事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

□ 【法人全体】事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書

□ 【法人全体】基本金明細書

□ 【法人全体】国庫補助金等特別積立金明細書

□ 【拠点区分】基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

□ 【拠点区分】引当金明細書

□ 【拠点区分】拠点区分資金収支明細書

□ 【拠点区分】拠点区分事業活動明細書

□ 【拠点区分】積立金・積立資産明細書

□ 【拠点区分】サービス区分間繰入金明細書

□ 【拠点区分】サービス区分間貸付金（借入金）残高明細書

□ 【拠点区分】就労支援事業別事業活動明細書

□ 【拠点区分】就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）

□ 【拠点区分】就労支援事業製造原価明細書

□ 【拠点区分】就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）

□ 【拠点区分】就労支援事業販管費明細書

□ 【拠点区分】就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）

□ 【拠点区分】就労支援事業明細書

□ 【拠点区分】就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）

□ 【拠点区分】授産事業費用明細書

□ 注記 ②

□ 充実計画 ⑮

□ 会計監査報告書 ⑦

□ 役員名簿 ⑨ □ 役員名簿 ⑨

□ 報酬等の支給の基準 ⑩ □ 報酬等の支給の基準 ⑩

□ 定款 ①

■財務諸表等入力シートを届出するために必須となる書類

■必要に応じて提出する書類

2.入力機能

（３）ファイルの保存 – (画面簡易表)

必要な時に
届出できます。
（注意：アップロード
すると書類は上書きさ
れます[前回のファイル
は削除されます]）

財務諸表等入力シー
トを届出するとき必要
な書類一式です。

変
更
点
②
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2.入力機能

（４）届出

U
P
D
AT
E

この画面は、入力シート等の「届出」を行う画面です。
入力シートの届出と同時に以下の書類が所轄庁に提出されます。

・附属明細書等（必須）
・注記（必須）
・充実計画（該当する場合）
・会計監査報告（該当する場合）

１

2

3

4

●必要な書類が足りない場合、
エラーが表示され、届出ができ
ません。

変
更
点
②

●アップロード済みの書類が一
覧で表示されます。不足がない
ことを確認します。
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U
P
D
AT
E

2.入力機能

（５）最新状況

変
更
点
②

入力シートも含め、全ての提出書類に関する情報が表示されます。

● 保存（アップロード）した書類をダウンロードできます。
● 誤って保存したファイルを削除できます。（届出後に削除できる

書類は「定款」のみです。）

１

2

「詳細」ボタンをクリックすると届出された、附属明細書、監事監査報
告、事業計画、事業報告等の内容（「ファイルの保存」画面でチェッ
クを付けたもの）がポップアップ表示されます。
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処理状況一覧の画面を一部変更しました。
これらの書類は、社会福祉法人から所轄庁へのみ提出されるものであるため、都道府県、厚生
労働省の画面では表示されません。（都道府県、厚生労働省が所轄庁となる法人は除く）

3.集約機能

（１）処理状況一覧

検索条件に書類の種別を追加しています。
（附属明細書、注記は提出必須であるため、検索条件から
除外されています）

社会福祉法人側からの各書類の提出状
況(○×)が表示されます。

（附属明細書、注記は提出必須であるため、表示から除外さ
れています）

書類を選択し、ダウンロードすることができます。

変
更
点
②

※ 所轄庁向け機能のうち、届出された定款等のデータを確認する機能は2019
年5月13日から開始予定です

5月13日までの間
は、「代理入力」機
能を使うことで届出
された附属明細書
等のデータを確認す
ることができます。

操作説明書
（全体版）
P242 参照
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3.集約機能

（２）処理状況詳細

「処理状況詳細」画面においても書類を選
択して、ダウンロードすることができます。

変
更
点
②

※ 所轄庁向け機能のうち、届出された定款等のデータを確認する機能は2019
年5月13日から開始予定です

5月13日までの間
は、「代理入力」機
能を使うことで届出
された附属明細書
等のデータを確認す
ることができます。

操作説明書
（全体版）
P242 参照
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3.集約機能

（３）法人マスタ詳細

U
P
D
AT
E

法人確定の後であっても、法人名称のフリガナを修
正することができます。

現況報告書や計算書類のPDFファイルの公開のタイミングで「社会
福祉法人の現況報告書等情報検索」サイトに反映されます。

変
更
点
⑤
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3.集約機能

（４）アカウント情報管理

当該組織のユーザIDに対し「提供」の操作
権限の有無を表示します。

変
更
点
⑤
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4.公開機能

（１）法人詳細情報画面

法人の入力画面で提出書類がアップロー
ドされると、本画面にアイコンが表示される
ようになり、書類を個別にダウンロードするこ
とができるようになります。

アップロードされていない場合は「なし」と表
示されます。

変
更
点
④


